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平成 30 年 6 月 26 日公開 

平成 30 年度「革新的医療技術創出拠点プロジェクト」関連シーズ合同公募に関する Q&A 
・橋渡し研究戦略的推進プログラム（2 次公募） 
・革新的医療シーズ実用化研究事業（3 次公募） 

 
【事業共通】 

 質問 回答 

1 

提案する研究開発費が公募要領に記載され

ている「研究開発費の規模」を下回っても

よいか。 

”程度”と記載があるように、下回っても構いませ

ん。応募に際しては、提案する内容に合わせて適切

と考えられる研究開発費をご提示下さい。 

2 

提案書様式１の「２ 研究計画・方法」は（２）

①～⑤で求められている内容を全て含めて

１，６００字以内で記載するのか。 

⑤のロードマップ・体制図等を除き、①～④の内容

を踏まえて、研究計画及び方法の要点を１，６００

字以内で記載して下さい。実施計画の詳細について

は別紙４に記載して下さい。 

 

【橋渡し研究戦略的推進プログラム】 

 質問 回答 

1 

公募開始までに橋渡し研究支援拠点に登録

されていない新規組入れシーズについて

は、応募可能か。 

応募可能です。本公募に合わせて、新たにシーズ登

録を行う橋渡し研究支援拠点については、本公募の

公募期間終了後、研究開発開始日（9 月下旬を予定）

までに、平成 30 年度補助事業計画書に支援シーズと

して追記し、AMED に申請して下さい。 

2 

応募数の上限について、両事業審査を希望

した場合、シーズ B,C の応募件数としてカ

ウントされるのか。 

革新的医療シーズ実用化研究事業の 3 次公募への応

募で、本公募のシーズ B 又はシーズ C に両審査希望

する場合には、本公募としてはカウントしません。 

 

 

【革新的医療シーズ実用化研究事業】 

公募研究開発課題名：ARO 機能を活用し早期企業導出を目指したアカデミア発医療シーズに関する研究 

 質問 回答 

1 

企業との導出交渉を示す議事録等の資料に

ついて、導出候補企業が複数の場合、全て

の企業との交渉記録を提出するのか、もし

くは 1 社に限定して提出するのか。 

企業が期待する結果を出すことにより導出交渉を考

慮することを示す書類等については、何社でもご提

出可能です。ただし、各々の企業で要求される試験

が異なる場合には、応募でのご提案内容に合致する

企業に関する書類をご提出下さい。 

2 

共同研究を行う企業と導出先企業が異なる

場合も応募可能か。 

応募可能です。ただし、研究開発提案書 別紙②を作

成する際には、各企業との連携体制がわかるように

体制図を記載して頂き、その関係性についてもご説

明下さい。 
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3 

公募要領 p. III-30 ３.研究開発実施予定期

間：最長 3 年度とある一方、公募要領 p. III-

32 「８.審査において重視する事項等（a）

平成 30 年度内に目標とするデータの取得

が可能であり、明確にマイルストーンが設

定された点を最も重視して評価する」とあ

るが本公募は単年度に限るのか複数年度も

応募可能なのか。 

複数年で応募可能です。企業が求める特定の試験デ

ータ取得に要する期間が複数年であれば最大 3 年度

の範囲でご提案下さい。ただし今回の公募は、早期

企業導出を目的としていることから、平成 30 年度に

研究が終了する課題を、高く評価します。 

4 

公募要領 p. III-31４.応募に際して満たすべ

き事項 (a)「本公募の対象は医薬品・医療

機器・再生医療等製品又は体外診断用医薬

品」とあるが、リポジショニングなど適応

拡大を目的とした課題は公募の対象となる

か。 

公募の対象となります。ただし、研究開発責任者が

所属する機関に用途特許等の知財が帰属しているこ

とが条件となります。 

5 

公募要領 p. III-32６.応募時に必要な書類一

覧 別添④「導出予定先の企業と導出交渉

を開始するにあたり、企業側が必要として

いる試験と特定できる資料」とあるが、企

業導出の交渉記録を示す根拠書類は、どの

程度のものが必要か。 

導出候補企業との確約書・契約書等があればよりよ

いですが、少なくとも企業が導出交渉を開始する条

件等を討議したことが判る議事録等の資料をご提出

下さい。 

 


